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要旨

　東アジアは、アジアモンスーン領域の北縁にあたり、その天候は、熱帯からの暖湿気、降水システムの影響を受けるとともに、中緯度偏西風の変動にも支配される。梅雨前線のような南北スケールの小さい現象を含む東アジアの気候は、数百km格子の従来の気候モデルでは十分な精度で表現されず、したがって、その温暖化時の変化等についても信頼性は低かった。東京大学気候システム研究センターと国立環境研究所、地球環境フロンティア研究センターの合同研究チームは、地球シミュレータを用いて、地球温暖化など長期の気候変化のシミュレーションをする大気海洋結合モデルとしては世界でもっとも高い解像度（大気：水平～110km, 鉛直56層、海洋：水平～20-30km, 鉛直48層）を持つモデルを開発した。その結果によると、東アジアの夏は、全般に気温は上がるが、現在気候でいう北冷西暑型の気圧配置、および活発な梅雨前線がより卓越すると予想される。強雨の頻度が増加する一方、寒候期を中心に無降水日数も増え、降水についてはより変動が激しくなる。
１．はじめに
2002年2月に運用を開始した世界最高速コンピュータ、地球シミュレータの登場により日本の温暖化予測研究は新しいステージへ突入した。地球シミュレータはその名のとおり、地球科学のシミュレーション分野で世界最高峰の成果を出すべく設計されたベクトル形超並列計算機である。5120台のスーパコンピュータ群は、ピーク演算性能40テラフロップス（1テラフロップスは、1秒間に1兆（10の12乗）回の浮動小数点演算ができる能力）、複雑な気象モデルでも35テラフロップスの性能を出し、それまでの最高速機の5倍の速さを記録し、前代未聞の2年半に渡って首位を独占した。

この地球シミュレータを用いた高解像度気候モデルにより、東アジアや日本の天候変化について語ることができるようになり、豪雨頻度の増加など極端現象の変化についても言及されるようになった。2007年に刊行されるIPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第4次報告書（AR4と呼ばれている）でも日本の研究チームの成果が多く紹介されると思われる。ここでは、われわれ、東京大学気候システム研究センターと国立環境研究所、地球環境フロンティア研究センターの合同研究チーム（俗称K-1。代表者：住　明正。地球シミュレータを使った温暖化研究のための文部科学省「人・自然・地球共生（Kyousei）プロジェクト」の第1課題）の結果のうち、東アジアの気候変化に関する部分を紹介する。
２．モデルのデザイン
共生プロジェクトの中で、K-1チームは、高解像度大気海洋結合モデルによる20世紀再現と社会経済シナリオにもとづく21世紀予測を担当した。気象庁/気象研チームは結合モデルで得られた海水温の将来予測値を超高解像度大気モデルに与えて、台風や豪雨などの詳細な将来予測を担当した。K-1や気象庁のチームは、IPCC第4次報告書への貢献を目指して、地球シミュレータ稼動の数年以上前からモデルの整備改良、並びに並列プログラム化を進めてきた。
K-1の大気海洋結合モデルは、CCSR/NIES大気大循環モデルとCCSR Ocean Component Model (COCO)の結合系を発展させたもので、MIROC (Model for Interdisciplinary Research On Climate; K-1 Model Developers, 2004)と呼んでいる。地球シミュレータでの温暖化実験をデザインするにあたって解像度などを検討したが、

－地球シミュレータで計算するので、解像度は温暖化モデルの中では「世界一」でなくてはならない。

－モデル高度化も重要な使命の一つであるから、モデルの気候が現実からはずれてゆく気候ドリフトを防ぐための「フラックス調整」の類は行わない。
－モデルの信頼性確保のため、将来計算だけでなく、20世紀の全球気候の経緯も再現しなくてはならない。

－日の丸を背負って「高解像度気候モデル」を銘打つからには、日本の天候に重要な「梅雨」や黒潮を再現できなくてはならない（従前の気候モデルでは、「梅雨前線」は無いか、大きくゆがんでいた）。

そして、

－2004年8月末までに計算結果をIPCCに提出しなくてはならない。

など数々の課題や条件をクリアするために検討を重ね、大気：水平～110km（T106）、 鉛直56層、海洋：水平～20-30km, 鉛直48層、という解像度で行くことにした。T106大気というのは10年以上前の気象庁の全球モデルの解像度である。100年以上の積分を行う気候モデルとしては高解像度ではあっても、ようやく台風もどきの擾乱が現れる程度の解像度である。モデルの物理過程は、雲、降水、境界層などの基本的なプロセスの根本的な見直しが行われ、エアロゾルの放射効果、雲形成への影響等、温暖化実験に重要な要素も取り入れられた。南極の氷がなくなる、気候感度（二酸化炭素倍増時の全球昇温量）が異様に高い、など数々の困難を乗り越え、プロジェクトは、2004年8月末ぎりぎりに、1900～2100年の計算を終えた。
　上記の「高解像度版」結合モデルは、実験年数が限られる。物理過程はほぼ同等で、解像度を大気：水平～300km（T42）、鉛直20層、海洋：水平～100-150km, 鉛直44層の「中解像度版」モデルも同時に構築し、物理過程、ドリフトや気候感度の調整は双方併用しながら行った。また、20世紀気候の再現実験などは、中解像度版で、多数アンサンブル、気候変化要因の一つ一つの取捨実験等を行い、20世紀半ばの全球昇温は火山、太陽活動といった「自然要因」によるが、20世紀最後の数十年の昇温は、人間活動による温室効果気体増加によるものである、という結論を得ることができた（Nozawa et al., 2005）。

３．シミュレートされた東アジア気候の将来変化
さて、シミュレートされた21世紀の気候変化について。グローバルに見ると、極域や大陸、冬季の相対的に大きな気温上昇や、赤道付近での降水増加、亜熱帯乾燥域での減少など、これまでの結果と大きく変わるところはない。局所性の高い海氷近辺などを除くと、現在気候、将来変化双方とも解像度よりも物理過程の調整によるところの方が圧倒的に大きいことがあらためて確認された。
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解像度の直接的恩恵は当然細かいスケールに現れる。局地地形の効果は言うに及ばず、降水をもたらす気象擾乱の表現精度が上がる。したがって、強度別の降水頻度といった社会影響の大きい極端現象の議論がより現実的に行えるようになる。図１は、日本付近での降水強度の再現性について高解像度版が圧倒的に中解像度版に勝っているようすを示している(Kimoto et al., 2005)。
[image: image2.emf]今回の結果の大きな特徴の一つは、モデルの高解像度化により、日本付近のような地域的な気候変化を論ずることが可能になったことである。図２は、夏季（６～８月）東アジアの天候の変化を温暖化時と現在気候の差として表示したものである（Kimoto, 2005； 図２は大気大循環モデルを用いた結果だが、結合モデルでも定性的な特徴は類似）。白黒で陰影がわかりにくくて恐縮だが、日本付近の西風偏差域では降水増加、日本の南海上の高気圧偏差域（“H”）では減少している。気圧配置の特徴は、日本の南の亜熱帯高気圧とともに北方のオホーツク海高気圧も強化の傾向があることで、これは現在の気候に照らせば、いわゆる「北冷西暑」湿った冷夏傾向の年に見られる気圧配置である。もちろん全体の気温は上昇しているので、「冷夏」にはあたらないかもしれないが、温暖化時にも梅雨前線は日本付近に停滞し、活動はますます活発であるといえる。気象研究所のモデルも同様の傾向を示しており、IPCC第4次報告書にむけた世界各国のモデルを解析した気象研究所の鬼頭氏らの結果によれば、異なったモデル間のアンサンブル平均でも梅雨の長期化が見られるという（鬼頭, 2005）。冬季については、大陸と海洋の気温差が縮まるため、北海道を除いて日本付近では季節風が弱まる（Kimoto, 2005）。

日本付近の降水については、温暖化に伴う水蒸気増加の一般的傾向に加えて、亜熱帯高気圧からの暖湿気流入の増加によって平均降水量が10%以上増加するが、降水強度別の頻度にも特徴が現れ、強い雨、すなわち、豪雨の頻度が増加する傾向が顕著であることがわかった（Kimoto et al., 2005; 鬼頭, 2005など）。図３にはK-1高解像度結合モデルによる20～21世紀の無降水（＜ 1 mm/日）、弱雨（1-20 mm/日）、強雨（≧ 20 mm/日）の年間日数のシミュレート結果を示す。無降水日と強雨日が増加の傾向を示し、弱雨日が減少傾向であるのが特徴的である。モデルでは無降水日の増加は冬季に多く、必ずしも夏季の多雨季に降水現象が両極化するというわけではないが、強度別降水頻度の同様の変化傾向は過去100年の日本の観測データでも出ており（藤部文昭私信, 2005）、気象研究所のより高解像の大気モデル結果も定性的には同様である（鬼頭, 2005）。
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災害という意味では台風の変化にも注目が集まる。気象研究所の20km大気モデルはこれに答え、地域差はあるものの、温暖化時には台風の個数は減る。しかし、強い台風の数は増えるという結果を示している（気象庁, 2005）。K-1モデルの大気部分は100kmメッシュなので、十分に強い台風の再現は無理であるが、温暖化に伴う水蒸気増加により台風１個あたりの雨量は確実に増加することが示された（Hasegawa and Emori, 2005）。いずれにせよ、先の「豪雨頻度の増加に注意」ということには変わりない。K-1チームでは、海面水温もモデルが計算する結合モデルと、大気モデルにあらかじめ計算された海面水温データを与えて行ういわゆる「タイムスライス実験」の差異も調査しており、気候変化の定性的な様相は変わらないものの、降水や台風強度の変化など微妙な統計量の定量値には誤差（過大評価）が生じる可能性が指摘される（Inatsu and Kimoto, 2005; Hasegawa and Emori, 2006, to appear）。
今回の特徴は、水平解像度が上がっただけでなく、上述したような、日々のデータにもとづく、頻度分布や極値の解析がより詳細に行われるようになったことである。降水の場合、全球平均値のような量は、温度上昇に伴いり増大するが、増大量は全球熱収支からの制約を受ける。集中豪雨のようなイベント時の降雨は、そのような制約を受けず、ありったけの水を落とすので、雨の降る場所、季節では、水蒸気増加は豪雨頻度や降雨強度によりはっきりと現れやすいと考えられている（Allen and Ingram, 2002）。しかし、極値の変化は著しく局地性が大きく、大気循環の変化の影響も受ける。今回の日本付近の変化傾向も、初めて定性的だが示唆できた、とすべきであろう。

４．今後
気象学者は、気温、気圧と降水量さえ計算しておれば満足であるが、世の中のほとんどの人はそうでない。気候モデルの計算結果の高度処理によって、社会産業の多岐にわたる分野で、定量的な温暖化適応策がとれるよう、研究を進めるひつようがある。このような観点で、今回の結果も各方面で積極的に利用してもらえるような体制整備を行っているところである（http://www.ccsr.u-tokyo.ac.jp/~yangpeng/index_J.htm）。
そういう意味で、今回地球シミュレータによって、地域気候、顕著現象の議論可能性が大きく高まったものの、社会産業界での本格的な利用には予測の定量情報をもっと高める必要がある。とくに、モデルによる予測は、雲、エアロゾルなど未解明のプロセスにより、未だ大きな不確定幅を伴っている。気候感度に影響を与えるプロセスの物理的解明とともに不確定の幅を確率密度関数等の形で定量的に示すことが必要である。利根川の水管理には5kmメッシュの降水量でも不足かもしれない。ネスティング等も効果的に利用する必要がある。
まさかそんなことはないと思うが、モデルによる温暖化予測というと「金をもらったプロジェクトの人たちにやってもらう」もののように見えてないだろうか。しかし、雲の温暖化に果たす役割、台風強化や個数の変化のメカニズムなど、科学的に本質的な問題も数多く含まれている。社会の要請に応えるための予測作業にとどまらず、自然の不思議を解明する温暖化科学、としてすすめてゆければ理想的である。
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図２　温暖化時夏季６～８月平均の現在気候からの変化。


陰影は降水量の増減、等値線は500hPa高度の変化、矢印は850hPa風の変化の東京大学気候システム研究センター、国立環境研究所、海洋科学技術研究所地球環境フロンティア研究センターの大気大循環モデルに7種類の異なる結合モデルによって予測された海面水温を与えて計算した結果による。（Kimoto, 2005）
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図３　東京大学気候システム研究センター、国立環境研究所、海洋開発研究機構地球環境フロンティア研究センターの合同チームが地球シミュレータ上で開発した大気海洋結合気候モデル(MIROC)によって計算された20～21世紀日本付近の年間無降水日数（降水量1mm/day未満の日；左）、弱雨日数（降水量1～20mm/day；中）、強雨日数（50mm/day以上；右）の年間日数の時系列。(Kimoto et al., 2005より)
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図１　（上）日本付近（30-40N, 130-140E）における日降水量の強度別頻度分布。衛星による推定値と高解像度、中解像度モデル結果の比較。中解像度モデルでは弱い降水頻度を過大評価し、強い降水頻度を過少評価する傾向があるが、高解像度モデルでは是正されている。（下）日降水量50mm以上の年間日数の衛星（左）、高解像度（中）、中解像度（右）モデルの比較。


全球年平均地上気温の時間変化。淡い実線は観測値を、黒太実線と陰影は計算結果（初期値の異なる4実験の平均と標準偏差）を示す。観測、モデルとも、1881～1910年の平均気温を引いたもの。（上左）すべて（自然＋人為）の気候変動要因を考慮した場合、（上右）人為起源の気候変動要因のみを考慮した場合、（下左）自然起源の気候変動要因のみを考慮した場合、（下右）一切の気候変動要因を考慮しない場合。20世紀最後の30年程度の昇温傾向は、人間活動に伴う気候変動を考慮しなければ再現できない。一方、20世紀前半（1910～1945年頃）の昇温傾向は、自然起源の気候変動を考慮しなければ再現されないことが示唆される。(Nozawa et al. 2005にもとづく)　








